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はじめに

日頃より、静岡県について格別のご理解とご尽力を賜り深く感謝申し上げます。

静岡県言語・聴覚・発達障害教育研究会は、言語・聴覚・発達障害に関する教育の推進

を図ることを目的として、昭和４５年の発足以来、県下の通級指導教室、養護学級（難聴）

担当者が、幼児教育担当者や医療機関等の療育担当者と共に言語・聴覚・発達障害教育の

ための実践的研究及び相談事業等を着実に積み重ね、特別支援教育の充実と担当者の資質

向上に努めてまいりました。近年においては、本会主旨に賛同される校内特別支援コーデ

ィネーターや通常学級の先生方にも本会に加入していただき、研究団体としての基盤が確

立されています。

現在、通常学級における特別支援教育のウェイトが緊張を伴いながら大きくなっている

現状の中で、通級指導教室に対するニーズが量と共に質の面でも急増しています。今後も、

言語・聴覚障害児教育はもとより、発達障害児教育等も含めた研究組織として、本県の特

別支援教育の発展に対して更なる役割を果たしていきたいと考えておりますので、別記事

項について格別のご高配を賜りますよう要望いたします。

平成２３年１０月 日

静岡県言語・聴覚・発達障害教育研究会

会長（静岡市立番町小学校長）宇佐美昌好
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 要 望 事 項 
 
 

Ⅰ 通級教育の充実のための要望 
 

教室（学齢・幼児）や特別支援学級（難聴）の新設や増設をお願いいたします。 
 
 ２ 本県が推進してきた特別支援教育及び通級による指導の一層の充実を図るため、 

通級指導担当の経験を活かしつつ、その経験が適切に継承されるよう人事面での 
配慮をお願いいたします。 

 

における通級指導教室の設置を推進するようお願いいたします。 
 
４ 通級による指導は保護者の強い要望などにより、午後に指導が集中し、勤務時

間内では指導に対応することができません。今年度、県下４校の通級指導教室に

おいて実施されたサテライトによる指導という新たなシステムは、通級児や保護

者の負担軽減等の成果が上がっています。今後、ニーズに応じて実施することが

できるよう配慮をお願いいたします。また、勤務体制の柔軟な運用ができるよう

併せて配慮をお願いいたします。 

 
 
 ５  通級指導教室の増加に伴って、通級指導教室の新任者も増加しております。本

会においても新任者研修を実施しておりますが、年 1 回の実施で十分とは言えま

せん。新任者が安心して通級指導教室を担当できるよう新任者研修等の充実を図

っていただくことをお願いいたします。また、新任者だけでなく、広く研修の機

会を増やしていただくことをお願いいたします。 
  
 ６ 通級指導教室の増加に伴って、通級指導教室の新任者も増加しております。 

本会においても新任者研修を実施しておりますが、年 1 回の実施で十分とは言え

ません。新任者が安心して通級指導教室を担当できるよう新任者研修等の充実を

図っていただくことをお願いいたします。また、新任者だけでなく、広く研修の

機会を増やしていただくことをお願いいたします。  
 
 
Ⅱ 言語障害通級指導教室充実発展のための要望 
 
  言語障害通級児童の割合は増加しニーズが高まっているにもかかわらず、県内の

言語障害通級指導教室数や担当者数は増えていません。ニーズに応え、質の高い指

導を行うためには、言語障害通級指導教室のさらなる増設と担当者の配置をお願い

いたします。 

１ 通級指導教室(言語障害・聴覚障害・発達障害)や特別支援学級（難聴）の設置状 
況に大きな地域間格差が生じています。こうした格差を是正するために通級指導 

３ 中学校における通級指導教室や特別支援学級（難聴）の設置が著しく乏しい状 
況にあります。たいへん重要な思春期の生徒への支援の充実を図るため、中学校 
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Ⅲ 聴覚障害特別支援学級・聴覚障害通級指導教室充実発展のための要望 
 

近年、特別支援学級（難聴）や通級指導教室（難聴）はその数が著しく減少して

おり、難聴児のニーズに答えることができない状態となっています。聴覚に障害の

ある児童生徒の学習に於いては、障害の改善や克服についての指導だけでなく、将

来の社会参加に向けた通常の学級での「学級適応」に関する支援が重要です。この

「学級適応」への支援に大きな成果を収めてきた、難聴学級・教室が減少していく

ことは、難聴児やその保護者にとって大きな損失です。特別支援学級（難聴）や通

級指導教室（難聴）の増設を是非お願いいたします。 
 

 
Ⅳ 発達通級指導教室充実発展のための要望 
 
１ 発達障害により、通常の学級での生活のしにくさや学習のしにくさを感じ、自

己肯定感が下がってしまっている児童生徒が急増しています。これに伴い、発達

障害通級指導教室の設置が進んできましたが、まだまだニーズに応えるものでは

ありません。未設置の市町においては、一刻も早く新設されることをお願いする

と共に、既設の市町においてもニーズに応じた新設、増設をお願いいたします。 
 
２ 県内では中学校の発達障害通級指導教室は浜松市に 3 教室ありますが、他市町

は通級での指導を受けることができるのが小学校 6 年生までとなっています。ぜ

ひ、中学校の発達障害通級指導教室の新設をお願いいたします。 
 

 
Ⅴ 早期指導充実発展のための要望 
 
１ 本県の「幼児ことばの教室」は、県内外から高い評価を得ています。しかし、「幼

児ことばの教室」には県単位の設置基準がなく、各教室によって様々な設置形態

があり、支援の質や量は市町によって大きな差があります。 
   そこで、県内どこの市町においても一定の支援が受けられるよう県による設置

基準や指導者雇用の基準を設ける必要があると思われます。早期支援の重要性を

鑑みこのことについてご検討くださるようお願いいたします。 
 

２ 幼児指導者の高い専門性を維持するため、「幼児ことばの教室」に正規職員を配

置することをお願いいたします。また、市町に対して、非常勤嘱託などを配置す

る際には現行の他業務の非常勤嘱託の勤務年限等（研修参加の制約を含む）の適

用から除外するよう働きかけをお願いいたします。 
 



 

Ⅰ 通級教育の充実のための

 
平成５年の通級制度法制化

なりました。静岡県においても

平成８年度には言語障害通級指導教室

は発達障害通級指導教室を併

からも分かるように、東部地区

町から時間をかけ、苦労して

導教室の設置数や設置率に大

こうしたことからも、各市町

置を行い、地域間格差をなくすよう

 
 

 
 
 
 
 
 

0

賀茂地区

田方地区

東豆地区

三島地区

駿東地区

沼津地区

富士地区

富士宮地区

静岡地区

焼津地区

藤枝地区

島田地区

榛原地区

小笠地区

磐周地区

浜松地区

湖西地区

図Ⅰ-1-① 地区別通級教室数

１ 通級指導教室(言語障害

況に大きな地域間格差が生

教室（学齢・幼児）や特別支援学級

3 

のための要望 

通級制度法制化が契機となり、全国に通級指導教室が

においても、通級指導教室の必要性が広く理解されるようになり

言語障害通級指導教室が 29 教室しかなかったものが

併せて 76 教室にまで増えてきました。

東部地区では、未設置の市町もあり、通級児童

して通っている場合も少なくないなど、地区

大きな差があります。 
各市町の小中学校の設置状況を調査し、それに

をなくすよう、ご尽力をお願いいたします。
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特別支援教育及び通級による指導の一層の

活かしつつ、その経験が適切に継承されるよう

いいたします。 

の下、通級指導教室担当者は、言語・聴覚
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全国の中学校における言語障害や発達障害、聴覚障害に対する指導・支援は、平成 23

年度文部科学省の調査では、図Ⅰ-３-①のように、4383 名の生徒が通級指導教室での指

導を受けているという報告があります。 

 しかし、静岡県では、中学生のための通級指導教室は、浜松市に発達障害通級教室が

3 校に設置されているのみであり、小学校の通級指導教室を終了した 405 名のうち、通

級による指導を受けることができた生徒数は 52 名という状況にあります。 
平成 21 年度の県内通級指導教室における調査によりますと、図Ⅰ-3-②に示す通り、

中学校進学後も継続指導が必要と思われる割合が小学校卒業生全体の 4割近くになるに

もかかわらず、中学校に通級指導教室がないため、指導を中止せざるを得なかった状況

となっています。 

 以上のことから、本県における中学校通級指導教室の設置を重要かつ緊急の課題とし

て推進していくようお願いいたします。 
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３ 中学校における通級指導教室や特別支援学級（難聴）の設置が著しく乏しい状 
況にあります。たいへん重要な思春期の生徒への支援の充実を図るため、中学校 
における通級指導教室の設置を推進するようお願いいたします。 
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通級による指導は、保護者の強い要望もあり、午後に指導を集中せざるを得ない状況にあ

ります。こうしたことから、図Ⅰ-4-①のように8割の教室が勤務時間を超えて指導を行って

いたり、勤務時間外に指導を組まざるを得なかったりする現状があります。加えて、図Ⅰ-4-

②のように昨年度から実施された勤務時間の短縮により一層指導時間の確保が難しい状況

にあります。通級教室としても勤務時間内に指導を終わらせるためにグループ指導を組んだ

り、朝８時から指導をしたり、昼休みを利用して指導したりするなどの工夫はしております

が、そうした工夫だけでは限界があります。 

こうした現状から、今年度県下4校でサテライトによる指導が始まりました。保護者の送

迎の負担が減ったことは大きなメリットです。その他にも、集団の中での児童の様子がわか

り問題となる行動だけでなく環境との全体的な関係から考えることができるようになった

こと、紙面のやりとりだけでは読み取れない子どもや担任の変化に気づくことができること、

さらに、コーディネーターや担任・管理職と情報交換しやすく、継続的長期的に関わること

ができるようになったこと等の成果が上がっています。しかし、サテライト用の教材費がな

いため、指導に必要な教材をそのたびに持ち運ばなければならないということが1つ目の課

題として上がっています。サテライト用の予算をつけていただきたいと思います。2つ目と

して、サテライト校に出かけてしまうために外部との連絡に支障を来たしたり自校での時間

割を組むことに難しさがあったりしました。サテライト校の継続とともに、通級担当者の増

員をお願いしたいと思います。3つ目として、「サテライト」担当者にとって、午前中の時

間を有効に利用でき、勤務時間の短縮につながったというメリットの一方、「ことばの教室」

通級児の場合は、授業を抜けることに抵抗があり午後に希望が集中してしまうという依然と

して同じ問題も生じています。「ことばの教室」か「発達の教室」かによっても、サテライ

トの必要性が大きく変わるのではないかと思われます。今後、ニーズに応じて設置校を決め

ることができるように柔軟な対応をお願いいたします。さらに、通級児童や保護者のニーズ

に応えながら、各教室や各担当者の実情に合わせてフレックスタイム等の柔軟な運用もでき

るようにお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 

      

４   通級による指導は保護者の強い要望などにより、午後に指導が集中し、勤務時間内

では指導に対応することができません。今年度、県下４校の通級指導教室において実

施されたサテライトによる指導という新たなシステムは、通級児や保護者の負担軽減

等の成果が上がっています。今後、ニーズに応じて実施することができるよう配慮を

お願いいたします。また、勤務体制の柔軟な運用ができるよう併せて配慮をお願いい

たします。 
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通級教室の指導で教育効果を高めるためには在籍校との連携は欠くことのできない重要

な活動の1つです。1児童につき最低でも年1回の在籍校訪問を行っています。すべての通級

児童の在籍校訪問 

に要する時間を累計すれば相当の時間を費やしていることは明らかです。 

 また、通級指導教室では、図Ⅰ-5-①のように年度の途中に入級する児童数が非常に多く、

更に増加傾向にあります。現状でも長期休業中を除けば一週間に 1 回(1 回につき 2 時間程

度を要する) の教育相談を行っております。 

 このような状況の中、年度当初より基準の指導時間数を設定した上で、在籍校訪問、教育

相談などの業務を加えると、勤務時間を超えて指導を行わなければならず、担当者の過剰な

負担を招いております。さらに、在籍校訪問の時間確保ができずに、十分な連携が図れなか

ったり、教育相談の時間が確保できずに、年度途中の入級希望には応じられない事態が生じ

たりすることも少なくありません。 

 こうしたことからも、在籍校訪問や教育相談などの時間も正規の業務として位置づけ指導

時間として取り扱うことをお願いいたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５  通級指導教室担当者は、通常の指導に加えて、在籍校や関係機関の訪問・参観など

多くの業務を抱えています。また、年度途中での入級に係わる教育相談も日常化して

おります。こうしたことから、在籍校訪問や教育相談などの時間も正規の業務として

位置づけ指導時間として取り扱うことをお願いいたします。 

（件） 

（年） 
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近年、通級指導教室が増加し、その中には、指導や教室経営に不安を抱く担当者も少なく

ありません。通級指導教室の担当は、保護者からも在籍校からも「専門家」として期待され

ています。しかし、専門的なことを学んで通級指導教室を担当する者は少ないのが現状です。

年度当初に十分な知識や経験がなく、通級制度や教室経営、指導計画、指導内容、指導方法、

保護者との連携、在籍学級との連携など、通級指導教室独特の特性に一人で悩んでいる担当

者がいます。「専門家」として最低限の準備をして新年度をスタートできるよう新任者研修

等の充実を図る必要があると思われます。 

 特に下記の 3点の資料と実践例については４月当初に指導計画や指導体制、年間計画を策

定するまでに研修しておく必要があると思います。 

・通級に関する法的な根拠 学校教育法および学校教育法施行規則 

・「通級による指導の手引き 解説とQ&A」 文部科学省編著 

・「通級による指導」の手引き 静岡県教育委員会 

また、新任者研修だけでなく、障害種の特性理解や各種検査の実施方法とその活用などの

研修を充実させていただくことをお願いいたします。 

６ 通級指導教室の増加に伴って、通級指導教室の新任者も増加しております。本会にお

いても新任者研修を実施しておりますが、年 1 回の実施で十分とは言えません。新任者

が安心して通級指導教室を担当できるよう新任者研修等の充実を図っていただくことを

お願いいたします。また、新任者だけでなく、広く研修の機会を増やしていただくこと

をお願いいたします。 



9 
 

Ⅱ 言語障害通級指導教室充実発展のための要望 

 言語障害通級児童の割合は増加しニーズが高まっているにもかかわらず、県内の言語

障害通級指導教室数や担当者数は増えていません。ニーズに応え、質の高い指導を行う

ためには、言語障害通級指導教室のさらなる増設と担当者の配置をお願いいたします。 
   

本県では図Ⅱ-1 のように、通級指導教室（言語）の通級児童数は徐々に増加傾向を示

しています。22 年度当初は 1097 人でしたが、年度末までの延べ人数は 1225 人に達しま

した。平成 23 年度当初の入級児童は 1074 人ですので、今年度も昨年度同様、1200 人を

超える児童が指導対象となると考えられます。全児童数が減少していることから考えると、

通級児童数の割合は増えていると言えます。 
  また、図Ⅱ-2 にありますように、全県調査の結果、小学校では、現在通級していない

けれども言語面での困難さがあり指導が必要であると在籍学校が認めている児童は 244
人います。中学校においては、言語通級教室がないため、通級生徒は 0 人ですが、指導が

必要と思われる生徒が 27 人います。一学級で 20 人程度の児童・生徒の指導が可能と考

えると、県内で 10 以上の教室が不足しているということになります。現状では、言語の

通級指導教室も適切な数とは言えないことが分かります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 0 200 400 600 800 1000 1200

中学校

小学校

通級が必要

通級中

388 340 366 418 443 515 382 585
121 100 97 118 138 156

132
126366 427 501 413 434 398

476
514

0
200
400
600
800

1000
1200
1400

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

言語発達遅滞

吃音

構音障害

図Ⅱ-1 通級児童数 

図Ⅱ-2 通級が必要と思われる児童・生徒数 

(人) 

(人) 

(年度) 
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近年の通級指導教室（言語）の数は、図Ⅱ-3 のように、横ばい状態が続いています。

そのために、毎年、指導が必要であるにもかかわらず、教室数や担当者数の不足により待

機児童を出さざるを得ない状況です。23 年度当初の待機児童は 47 人で、図Ⅱ-4 のよう

に昨年度を上回っており、ニーズに十分にこたえられていないことが明らかです。待機児

童を出さないように、担当者は様々な努力をしていますが、年度途中には毎年待機児童数

が増えています。これは、子どもと保護者にとっては非常に不幸なことであり、担当者に

とっても胸が痛む思いです。 
また、幼児ことばの教室の認知が高まり、年々相談件数が増えています。通級児童の多

くは幼児期から継続して指導を受けていますので、幼児の指導人数の増加に伴って、児童

数も今後増加することが予想されます。このままでは、今以上に、言語に支援を要する児

童のニーズに十分に応えることが困難になります。 
地域格差も大きく、東部地区では言語障害のための通級指導教室が未設置の市町があり

ます。そのため、近隣の市町が未設置地区の児童を受け入れ、相談や指導などを行ってい

るケースが昨年度 27 件ありました。受け入れる市町に余裕があるわけではなく、ニーズ

に応えたい、困っている子どもたちの障害を少しでも早く改善してあげたいという強い思

いに支えられているのです。相談に訪れ、指導が必要であるにもかかわらず、速やかに適

切な指導を受けることができないために、児童や保護者が不安を抱え続けることになりま

す。場合によっては、指導のタイミングを逃してしまうことにもなりかねません。 
教室を増設し、担当者を配置することで、待機児童を減らすことができ、また、より質

の高い丁寧な指導を行うことにつながります。今後も通級指導教室（言語）の増設と必要

な担当者の配置を推進してくださるよう、お願いいたします。 
 

   
 
              
  
 

0
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25
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40
45
50

22年度 23年度

図Ⅱ-4 年度当初待機

児童数
(人)

0
5
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15
20
25
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35
40
45

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

言語通級 発達通級

図Ⅱ-3 通級指導教室数 
(教室) 
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Ⅲ 聴覚障害通級指導教室充実発展のための要望 
 

１ 近年、特別支援学級（難聴）や通級指導教室（難聴）はその数が著しく減少

しており、難聴児のニーズに答えることができない状態となっています。聴覚

に障害のある児童生徒の学習に於いては、障害の改善や克服についての指導だ

けでなく、将来の社会参加に向けた通常の学級での「学級適応」に関する支援

が重要です。この「学級適応」への支援に大きな成果を収めてきた、難聴学級・

教室が減少していくことは、難聴児やその保護者にとって大きな損失です。特

別支援学級（難聴）や通級指導教室（難聴）の増設を是非お願いいたします。 
 

  「教育上、特別な教育的措置を必要とする難聴児は、全児童中の 0.11％」（「聴覚

障害児のことばの指導」福村出版）という調査結果があります。平成 22 年度県内小

学生の数は 208926 人ですから、その割合から推察しますと 229 人の難聴児が県内に

いるものと考えられます。 

この内、平成 22 年度に県内の聴覚特別支援学校や難聴学級、通級指導教室（難聴）

で何らかの支援を受けている児童（小学生）は 127 人ですから、図Ⅲ-1-①のように

なります。 
 

 
 

詳細な数字をあげると、聴覚特別支援学校に在籍している児童が 80 人、同じく聴

覚特別支援学校の通級指導やサテライトで指導を受けている児童が 32 人、普通小学

校の難聴学級や通級指導教室（難聴）で指導を受けている児童が 15 人となっていま

す。そして、通常学級に在籍し特別な支援を受けていないと思われる難聴児は 100

人くらいいるものと考えられます。 

この 100 人という数は、特別支援教育の主旨から考えても見過ごすことができな

い状況です。背景には、医療の進歩や新生児難聴スクリーニングの実施等による早

期発見早期治療により、小学校入学時までに通常学級で生活できる基礎を培うこと

ができるようになった児童が増加していることや、「通常学級でやらせたい」という

保護者の強い希望が考えられます。しかし、特別な支援を受けられる場所が近くに

なく、仕方なく通常学級で生活しているという児童もいます。また、図Ⅲ-2 からも

わかるように、県内では難聴学級の数の減少により、教員（小学校）でさえ難聴学

級や通級指導教室（難聴）があるのを知らない人が 30％～40％いるのが現状で、こ

のことがより一層の減少を招いているのではないかと考えられます。 

80

32

15

102

聴覚特別支援学校在籍児童数

聴覚特別支援学校及びサテライト在籍児童数

難聴学級及び通級指導教室在籍児童数

通常学級に在籍していると思われる児童数

図Ⅲ-1 平成22年度県内難聴児童在籍状況

(人)
0                  50                 100               150
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   図Ⅲ－2 難聴学級、通級指導教室（難聴）を知っているか 

                   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難聴学級                 通級指導教室（難聴） 

 

難聴児の指導では、聞こえの状態の把握や雑音への配慮等を行いながら、発音の

問題、語彙不足の問題、作文力の問題などを補う個に応じた学習（特に言語力向上

の支援）を行う必要があります。また、将来の社会参加の基本となる健常児との関

わりを通常学級との交流の中で学ばせることも大変重要な指導内容です。 

これまで普通学校に設置されている難聴学級や通級指導教室（難聴）は、こうした

健常児との共生教育という点で、聴覚特別支援学校では得られにくい大きな成果を

あげています。 

  このような意義を持つ難聴学級や指導教室（難聴）を失うことは、今後難聴児や

難聴児を持つ保護者にとって就学の選択肢を狭めてしまうことになり、大きな損失

となります。またこのまま難聴学級や指導教室（難聴）が減少していくことは、今

まで蓄積してきた教員の専門性が失われる可能性すらあります。 

全国公立学校難聴・言語障害教育研究協議会の調査によると、全国の難聴学級や

通級指導教室（難聴）での指導対象児童数は、図Ⅲ-3 でもわかるようにその数は 

2500 人前後で推移し、指導対象児が減っているわけではありません。また、図Ⅲ-4

からわかるように難聴学級や通級指導教室（難聴）の担当者数もここ数年 800 人か

ら 900 人の間で推移していて、全国的には難聴学級が減少していないことも明らか

です。 

このことからも静岡県内の難聴学級・通級指導教室（難聴）の在籍数が 15 人とい

うのは極端に少ないと言えます。 

難聴学級や通級指導教室（難聴）の存在を広く知らせるとともに、県内どこに居

住していても難聴指導を受けられるように、難聴学級や通級指導教室（難聴）を設

置していただくことを強くお願いいたします。 
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図Ⅲ-4 難聴・通級指導教室（難聴）担当者数（全難言協調査より） 

図Ⅲ-3 難聴・通級指導教室（難聴）対象児童数（全難言協調査より） 



 

Ⅳ 発達障害通級指導教室充実発展

 

 

 

 

 

 通級指導教室を利用している

ている児童の人数を比較すると

いが必要と考えられている児童

いるのに通級していない児童について

通級指導教室が通級可能な距離

れば、そのうちの 430 名余りが

 今後とも発達障害通級指導教室

域のニーズに応じた教室の新増設
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希望しない
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図Ⅳ

１ 発達障害により、通常の
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導教室の設置が進んできましたが

置の市町においては、一刻も

いてもニーズに応じた新設、
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発達障害通級指導教室充実発展のための要望 

している児童と、現在は通級していないが在籍校

すると、図Ⅳ-1-①が示すように発達障害については

児童が、通級している児童の 2 倍近くいます

について、その理由は図Ⅳ-1-②のようになっています

距離のところにあったり在籍校にあって校内通級

りが通級をすることが可能になります。 
発達障害通級指導教室の入級希望者は、さらに増加することが

新増設をお願いします。 

難聴
発達

26

580
244

9

1106

通級が必要と考

れている児童

通級している

している児童と必要と考えられている児童

市内にない18%
遠い 5%
送迎困難 8%
入級待ち 8%

その他

39%

Ⅳ-1-② 通級しない理由

の学級での生活のしにくさや学習のしにくさを

がってしまっている児童生徒が急増しています。これに伴い

んできましたが、まだまだニーズに応えるものではありません

も早く新設されることをお願いすると共に

、増設をお願いいたします。 

在籍校が通級が必要と考え

については通級していな

くいます。必要と考えられて

のようになっています。発達

校内通級ができたりす

することが予想されます。地

 

 

考えら

児童

している児童

のしにくさを感じ、自己肯

い、発達障害通級指

えるものではありません。未設

に、既設の市町にお



 

 
 
 
 

中学校の現場でも発達障害についての

られている生徒が増加しています

すように、0.5％にあたる 357
ち 9 割以上が発達障害通級指導教室

 理由としては、ソーシャルスキルや

あげられています。また、現状

などの助言を受けたいという要望

導を受けていた生徒について中学校

できないといったケースも報告

文部科学省の平成 15 年「今後

校との関連で新たに指摘されている

意欠陥/多動性障害（ADHD）等

生徒が不登校傾向になってしまっているので

す。 
 発達障害をもつ生徒が適切な

めにも、中学校における発達障害通級指導教室

 
 

２ 県内では中学校の発達障害通級指導教室

級での指導を受けることができるのが

の発達障害通級指導教室の新設
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27
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図Ⅳ-2-

15 

についての理解が進み、通級による指導が

しています。生徒数 66011 名を対象とした調査

57 名が通級による指導が必要として挙げられています

発達障害通級指導教室の対象と考えられています。 
ソーシャルスキルや対人スキルの指導の場が必要な生徒

現状では校内で支援を行っているので、具体的

要望もあげられています。小学校で発達障害通級指導教室

中学校としても継続したいが教室がないために

報告されています。 
今後の不登校への対応の在り方について（

されている課題として注目されているものに、

等があります。」とあり、現場からも、発達障害

になってしまっているので支援に協力してほしいとの

な支援や環境調整を受けることで、二次的

発達障害通級指導教室の開設をお願いいたします

発達障害通級指導教室は浜松市に 3 教室ありますが

けることができるのが小学校 6 年生までとなっています

新設をお願いいたします。 
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生徒がいることが多く
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発達障害通級指導教室の指

がないために必要な指導が

（報告）」でも、「不登

、学習障害（LD）、注

発達障害をもっている

してほしいとの声もあがっていま

二次的な障害を予防するた

いいたします。 

ありますが、他市町は通

までとなっています。ぜひ、中学校

必要と考えられている生徒

通級している生徒
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Ⅴ 早期指導充実発展のための要望 

１ 本県の「幼児ことばの教室」は、県内外から高い評価を得ています。しかし、「幼

児ことばの教室」には県単位の設置基準がなく、各教室によって様々な設置形態が

あり、支援の質や量は市町によって大きな差があります。 
  そこで、県内どこの市町においても一定の支援が受けられるよう県による設置基

準や指導者雇用の基準を設ける必要があると思われます。早期支援の重要性を鑑み

このことについてご検討くださるようお願いいたします。 
 
 平成２３年度、「幼児ことばの教室」は 45 教室あり、その教室を担当する行政は 
さまざまです（表Ⅴ-1-①）（図Ⅴ-1-①）。また、設置場所についてもさまざまです（図

Ⅴ-1-②）。 
学齢のことばの教室が設置されている小学校内にある「幼児ことばの教室」におい 

ては、小学校へのスムーズな就学・通級教室へのスムーズな移行・指導等に関する日 
常的な情報交換や研修が行われ、成果をあげています。今後できるだけ学齢ことばの

教室の設置されている小学校に「幼児ことばの教室」を設置していただきますようお

願いいたします。 
 また、各教室の指導児数や指導頻度にも差があります。担当者一人当たり指導児が 
5 人程度の教室から、40 人の教室までありサービスに差が生じています。 
 本年度通級幼児が在籍している園へのアンケート調査を行った結果、幼児ことばの 
教室には通ってはいないが通級を必要とする幼児が潜在的に非常に多く存在するこ 
とがわかりました（図Ⅴ-1-③）。 
 通級していない理由としては、保護者の意識の低さがあげられますが、行きたくて 
も行けない状況があることもあげられました（図Ⅴ-1-④）。特に設置数の少なさは東

部地区が顕著です。 
障害の早期発見や早期指導の場として重要性が高まっている「幼児ことばの教室」 

の指導員の増員をお願いいたします。また、待機幼児を軽減するためにも設置基準の 
内容のひとつとして、対象幼児数に対して指導者数を決定する方向でお願いしたいと 
思います。 
 
表 V-1-① 担当行政                

教育行政 ３７ 教育委員会 

福祉行政 ６ 
こども保育課４ 
子育て支援課１ 
子ども未来課１ 

その他 ２ 地域療育センター 
東遠学園組合立 

      （図Ⅴ-1-①）  

教育

７２%

福祉

28%

図 Ⅴ-1-② 担当行政の割合 
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図V-1-② 設置場所

(教室)

0 500 1000 1500 2000

未満児

年少

年中

年長

図Ⅴ-１-③ 通級を支援を必要とする幼児数
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図V-1-④ 幼児ことばの教室に通級していない理由
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東部地区のみ 
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２ 幼児指導者の高い専門性を維持するため、「幼児ことばの教室」に正規職員を配

置することをお願いいたします。また、市町に対して、非常勤嘱託などを配置する

際には現行の他業務の非常勤嘱託の勤務年限等（研修参加の制約を含む）の適用か

ら除外するよう働きかけをお願いいたします。 
 
 近年「幼児ことばの教室」が増加し、指導を受けられる幼児が増えたことは、幼児 
指導の重要性からしても大変望ましいことです。しかし、指導員は高い専門性（資格） 
を持ちながら（図 V-2-①）身分は臨時や非常勤であり、正規の職員は 9％にとど 
まっております。（図 V-2-②）高い専門性を生かして指導に当たれるよう、できるだ 
け正規の職員を配置する必要があります。 
 嘱託などでは勤務年限が制限されている市があり、せっかく身に付けた専門性が 
こうした制限により生かされなくなってしまうと同時に、また新たな専門性を身につ

けるための研修も必要となります。こうした点からも現行の他業務の非常勤嘱託の 
勤務年限等（研修参加についての制約も含む）の適用から除外するよう働きかけをお 
願いいたします。 

 
 
 

8.8% (8人)

91.2% (83人)

図V-2-② 職種
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臨時職員
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図V-2-① 保有資格
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